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各 会 計 歳 入 歳 出 予 算 総 括 表

比 較
前 年 度

当 初 予 算 額
本年度予算額会 計 区 分

3，446，000127，570，000131，016，000一 般 会 計

△ 372，0004，018，0003，646，000港 湾 事 業

特

別

会

計

850，41533，630，58834，481，003国 民 健 康 保 険 事 業

△ 6，993，36022，790，77015，797，410自 転 車 競 走 事 業

△ 2，62547，03144，406奨 学 資 金

△ 5，000437，000432，000地 方 卸 売 市 場 事 業

△ 102，472102，472老 人 保 健 医 療 事 業

1，596，69819，599，87721，196，575介 護 保 険 事 業

1，10017，20018，300風 力 発 電 事 業

95，52693，304188，830母子寡婦福祉資金貸付事業

△ 151，6943，852，9363，701，242後 期 高 齢 者 医 療 事 業

△ 5，083，41284，589，17879，505，766小 計

△ 1，637，412212，159，178210，521，766合 計

千円 千円 千円





一 般 会 計
詣 警罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫





1

　平成23年

　第　1　回市議会定例会　議案第　1　号

　　　平成23年度　函 館 市 一 般 会 計 予 算

　平成23年度函館市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算） 

第　1　条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ131，016，000千円と定める。

　2　　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第　1　表歳入歳出予算」

による。

　（継　続　費） 

第　2　条　地方自治法第212条第　1　項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、

　「第　2　表継続費」による。

　（債務負担行為） 

第　3　条　地方自治法第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる

　事項、期間及び限度額は、「第　3　表債務負担行為」による。

　（地　方　債） 

第　4　条　地方自治法第230条第　1　項の規定により起こすことができる地方債の起債

　の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第　4　表地方債」による。

　（一時借入金） 

第　5　条　地方自治法第235条の　3　第　2　項の規定による一時借入金の借入れの最高額

　は、25，000，000千円と定める。

　　平成23年　2　月25日提出

函館市長　　 西　尾 正　範
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 第 2 表 継　　続　　費

年 割 額年 度総 額事 業 名項款

193，500平成23年度

286，800
市 営 住 宅 耐 震 等 改 修 事 業

（ 駒 場 改 良 団 地 ）
住 宅 費6土 木 費8

93，300平成24年度

千円 千円
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１４

 第 4 表 地　　方　　債

償 還 の 方 法利 率起債の方法限 度 額起 債 の 目 的

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内
普通貸借もし
くは登録公債
又は、普通貸
借及び登録公
債　

30，000防 災 無 線 整 備 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上241，700国 際 水 産 ・ 海 洋 総 合

研究センター整備事業費

12年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上116，100過 疎 地 域 自 立 促 進

特 別 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上1,395，100障害児（者）統合施設

整 備 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上85，700児童福祉施設整備費補助金

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上136，800児 童 館 建 設 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上3，000経営体育成基盤整備事業費

千円 ％



１５

償 還 の 方 法利 率起債の方法限 度 額起 債 の 目 的

40年以内元利均等年賦償還とす
る。ただし、償還期日及び据置
期間は借入先と協定するものと
し、 繰上償 還 又は償還期限短縮、
もしくは低利債借替えをするこ
とができる。

5．0以内 
（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる政
府資金につい
て、利率見直
しを行った後
においては、
当該見直し後
利率）　　　

普 通 貸 借17，900造 林 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内
普通貸借もし
くは登録公債
又は、普通貸
借及び登録公
債　

27，000治 山 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上35，800沿 岸 漁 業 構 造 改 善

対 策 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上78，600水 産 基 盤 整 備 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
年賦・半年賦償還とする。ただ
し、償還期日及び据置期間は借
入先と協定するものとし、繰上
償還又は償還期限短縮、もしく
は低利債借替えをすることがで
きる。　　　　　　　　　　　

5．0以内同 上1，042，000道 路 整 備 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上118，700河 川 改 修 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上13，000函館山緑地整備事業費

千円 ％



１６

償 還 の 方 法利 率起債の方法限 度 額起 債 の 目 的

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内
普通貸借もし
くは登録公債
又は、普通貸
借及び登録公
債　

26，000街 路 樹 整 備 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
年賦・半年賦償還とする。ただ
し、償還期日及び据置期間は借
入先と協定するものとし、繰上
償還又は償還期限短縮、もしく
は低利債借替えをすることがで
きる。　　　　　　　　　　　

5．0以内同 上546，000都 市 計 画 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上51，500公 園 整 備 事 業 費

25年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上151，600公 営 住 宅 建 設 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上50，000空港整備事業費負担金

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上43，000排 水 路 整 備 事 業 費

25年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上777，300消 防 施 設 整 備 事 業 費

千円 ％



１７

償 還 の 方 法利 率起債の方法限 度 額起 債 の 目 的

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内
普通貸借もし
くは登録公債
又は、普通貸
借及び登録公
債　

196，700小 中 学 校 校 舎 等

改 修 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上386，000義 務 教 育 施 設

整 備 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上12，700学童保育所整備事業費

20年以内元利均等及び元金均等
年賦・半年賦償還とする。ただ
し、償還期日及び据置期間は借
入先と協定するものとし、繰上
償還又は償還期限短縮、もしく
は低利債借替えをすることがで
きる。　　　　　　　　　　　

5．0以内同 上6，300市 民 会 館 改 修 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上10，600文 化 財 整 備 事 業 費

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上35，000交 通 事 業 会 計 補 助 金

15年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内同 上2，200，000退 職 手 当

千円 ％



１８

償 還 の 方 法利 率起債の方法限 度 額起 債 の 目 的

20年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内 
（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる政
府資金につい
て、利率見直
しを行った後
においては、
当該見直し後
利率）　　　

普 通 貸 借4，650，700臨 時 財 政 対 策 債

３年以内元利均等及び元金均等
半年賦償還とする。ただし、償
還期日及び据置期間は借入先と
協定するものとし、繰上償還又
は償還期限短縮、もしくは低利
債借替えをすることができる。

5．0以内
普通貸借もし
くは登録公債
又は、普通貸
借及び登録公
債　

159，500平 成 23年 度 借 換 債

（公的資金補償金免除繰上償還金分）

千円 ％



予 算 説 明 書
詣 警罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫罫

19



２０



２１



２２



２３



２４



２５



２６



２７



２８



２９



３０



３１



３２



３３



３４



３５



３６



３７



３８



３９



４０



４１



４２



４３



４４



４５



４６



４７



４８



４９



５０



５１



５２



５３



５４



５５



５６



５７



５８



５９



６０



６１



６２



６３



６４



６５



６６



６７



６８



６９



７０



７１



７２



７３



７４



７５



７６



７７



７８

（別　紙）

市　　税　　の　　内　　訳

説 明

収 入 額収入率調 定 額税 率課 税 標 準税 目

136，1283，000円 45，376人　均 等 割普

通

徴

収

現

年

課

税

分

個

人

市

民

税

3，266，6446／100課税総所得金額 55，570，450千円所 得 割

3，093，11990．93，402，772小 計

220，3713，000円 73，457人　均 等 割特

別

徴

収

7，281，0606／100課税総所得金額 121，389，257千円所 得 割

7，486，53799．87，501，431小 計

27，36076．036，000過 年 度

10，607，01697．010，940，203計

237，26315．91，489，982滞 納 繰 越 分

10，844，27987．212，430，185個 人 計

887，76598．5901，285

60，000円
144，000円
156，000円
180，000円
192，000円
480，000円
492，000円
2，100，000円
3，600，000円

5,140事業所
38事業所

1,153事業所
101事業所
270事業所
35事業所
397事業所
14事業所
30事業所

均 等 割現

年

度

現

年

課

税

分

法

人

1，521，07399．81，523，64414．7／100法人税額 10，364，926千円法人税割

2，408，83899．32，424，929小 計

55，38092．360，000過 年 度

2，464，21899．22，484，929計

16，10423．568，529滞 納 繰 越 分

2，480，32297．12，553，458法 人 計

13，071，23497．413，425，132現 年 課 税 分
合

計

253，36716．31，558，511滞 納 繰 越 分

13，324，60188．914，983，643合 計

千円 ％ 千円



７９

説 明

収 入 額収入率調 定 額税 率課 税 標 準税 目

4，012，62996．94，141，0001．4／100価　格 297，700，000千円土 地
市

評

価

分

現

年

課

税

分

固

定

資

産

税

固

定

資

産

税

7，331，89996．97，566，4601．4／100価　格 556，373，800千円家 屋

1，022，47499．01，032，8031．4／100価　格 74，255，429千円償却資産

12，367，00297．112，740，263小 計

156，019100　156，0191．4／100価　格 11，144，330千円北海道償

却

資

産

配

分

382，132100　382，1321．4／100価　格 27，295，323千円総務省

538，151100　538，151小　計

12，905，15397．213，278，414計

213，10017．51，217，715滞 納 繰 越 分

13，118，25390．514，496，129固 定 資 産 税 計

253，957100　253，9571．4／100算定標準額 18，139，869千円
国有資産等所在市町村

交 付 金 （ 現 ）

13，159，11097．213，532，371現 年 課 税 分
合

計

213，10017．51，217，715滞 納 繰 越 分

13，372，21090．714，750，086合 計

千円 ％ 千円



８０

説 明

収 入 額収入率調 定 額税 率課 税 標 準税 目

3，3391，100円3，036台二 輪　
穐
以
下

50排 

気 

量

原

動

機

付

自

転

車

現

年

課

税

分

軽

自

動

車

税

2842，700円105台
三 輪

以 上

5591，300円430台排気量90穐以下

5981，700円352台
排気量90穐を

超 え る も の

4，780小 計

4，6152，600円1，775台二 輪

軽

自

動

車

及

び

小

型

特

殊

自

動

車

33，400円1台三 輪

256，200円4台営 業 用乗

用
四

輪

347，2927，900円43，961台自 家 用

1，5743，400円463台営 業 用貨

物 50，4594，400円11，468台自 家 用

52，600円2台雪 上 車

1，1801，700円694台農 耕 用小 型

特 殊 3，6115，100円708台そ の 他

408，764小 計

8，9194，400円2，027台二輪の小型自動車

410，63497．2422，463計

10，06225．439，616滞 納 繰 越 分

420，69691．0462，079合 計

2，053，634100　2，053，634
4，618円／1，000本

2，190円／1，000本
売渡本数 437，869千本

 14，409千本
た　 ば　 こ　 税 （ 現 ）

1100　1鉱　 　 産　 　 税 （ 現 ）

千円 ％ 千円



８１

説 明

収 入 額収入率調 定 額税 率課 税 標 準税 目

1100　1特 別 土 地 保 有 税 （ 現 ）

194，370100　194，370
150円

70円
入湯客 1，284，291人

 24，650人
現 年 課 税 分入

　

湯
　

税

24479．8306滞 納 繰 越 分

194，61499．9194，676合 計

1，080，91996．91，115，5000．3／100価　格 374，100，000千円土 地現
年
課
税
分

都

市

計

画

税

1，460，55096．91，507，2760．3／100価　格 506，475，215千円家 屋

2，541，46996．92，622，776計

47，77417．5272，996滞 納 繰 越 分

2，589，24389．42，895，772合 計

31，430，45397．532，250，748現 年 課 税 分市

税

合

計

524，54717．03，089，144滞 納 繰 越 分

31，955，00090．435，339，892合 計

千円 ％ 千円


